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平成１９年度脱下請人材育成事業の実施方針 

平成１９年５月 

中小企業庁取引課 

 平成１９年度脱下請人材育成事業は、事業の目的達成及び政策効果把握のため、本

実施方針に基づき実施するものとする。 

１．事業の目的 
 脱下請企業として自立化するためのノウハウを習得するための短期集中研修を実施

し、下請中小企業の自立化を推進する。 

２．受講対象者 
原則として、中小企業の経営者等を対象とする。 

３．実施方法 
（１）開催方法 

 実施方法・時間割等については、受講者の利便性を最優先し、可能な限りフレキ

シブルなものとする。 

（講義時間）３０時間を目安とし、開催地の実状等にあわせて自主的に設定する。 

（開催曜日）特に固定しない。 

（名  称）特に固定しない。本事業の目的と合致したものとする。 

（使用教材）実施機関毎に自由に選択する。 

（受 講 料）原則無料とする。ただし、委託費で計上できない経費について必要に応

じ実費を徴収する。 

 
（２）カリキュラム 

カリキュラムは、次頁の標準カリキュラムにより、必修科目（カリキュラムⅠ）

と選択科目（カリキュラムⅡ）から編成する。 

なお、講師選択、講義内容等の詳細設定については、各実施機関が受講者や地域

の特性を勘案し、受講者に理解しやすいものとなるよう工夫する。 

４．政策効果の把握 
事業実施による政策効果を把握するため、受講時及び受講後１年後にアンケート調

査を実施する。（アンケート調査の様式については別途定める。） 



【標準カリキュラム】 

カリキュラムⅠ（必修科目） 

項目 講習内容の例 

(1)成功企業の事例から学ぶ 

経営者やコーディネータ

ー等による自立化成功企業

の事例紹介等をとおし、自立

化の意義や必要性等につい

て学ぶ。 

〇イノベーション(革新)とその重要性 

〇ディスカッション(演習) 

 －自社の現状課題と自立化への取り組みについて－ 

○企業見学等 

(2)自立化計画の立案 

自社の多様な経営資源等

を活用し、自立化に向け具体

的な計画をどのように立案

していくか等について学ぶ。 

〇明確な経営ビジョン 

〇自立化計画書の作成 (＊１年計画 ＊２年計画 ＊３年計画) 

〇販路、目標売上高 

〇問題解決型経営者像 

○自社の問題点の把握  

○オンリーワン企業への道 

○強い受注型企業への道 

 

カリキュラムⅡ（選択科目） 

項目 講習内容の例 

(1)技術・製品開発、マーケ

ティング・販路開拓 

 自立化に際し、また自立化

後も永続的に増収・増益を継

続するために必要な方策等

について学ぶ。 

○技術・製品開発 

○顧客ニーズの把握 

○販売計画立案（＊価格決定 ＊販売促進 ＊顧客管理 ＊販売分

析 ＊売掛債権管理） 

○成長分野・産業の見極め方 

○提案型営業とは何か 

○取引の基本的な知識（＊書類作成と保存 ＊契約書の締結） 

(2)人材の育成と活用 

従業員の能力を最大限に

発揮させるため経営者に求

められる役割等について学

ぶ。 

〇社員の上手な育成と活用 

〇リーダーシップ論 

○コーチング 

〇組織の活性化・再活性化 

〇危機感の共有 

(3)外部資源の活用 

自立化に向け、自社に不足

している経営資源を如何に

して外部から獲得し活用す

るか等について学ぶ。 

○各種支援施策の概要 

○自社のコア競争力の見極め方と外部の経営資源の活用 

○人的ネットワークの活用 

○外部人材の活用 

○アウトソーシングの活用  

○産学官連携の成功事例 

○同業他社、商社、異業種等との交流 

○特許申請・知的財産権の保護・活用 

○都道府県協会(支援センター)等の支援策と上手な活用法 

(4)経営環境の変化への対応 

経営環境の変化が及ぼす

影響について対応策を学ぶ。 

○発注企業が求める受注企業 

○グローバル経営の視点 

○ＩＴの活用 

 


